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□当初要求　□当初予算案　□補正予算案　　■点検

zerocarbon@pref.nagano.lg.jpE-mail

総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン2.0）

８つの重点目標 8.再生可能エネルギー自給率

課・室

事業番号 06 02 01 事業改善シート （令和元年度実施事業分）

事　業　名 地球温暖化対策事業費
部局 環境部 環境政策課ゼロカーボン推進室

成果指標
設定理由

①一定規模以上の事業者によるCO2排出状況を把握する指標

②県機関の省エネ化の状況を把握する指標

合計（A) 56,454

総合的に展開する
重点政策

2-2 地域内経済循環の促進

H29年度

事業の現状

・目指す姿
(予算編成時)

【現　　状】
・県内の平成27年度の温室効果ガス総排出量は、基準年度の平成２年度に対し4.0％増の1,530万トン
・温室効果ガスの排出を抑制するため、平成25年２月策定の「長野県環境エネルギー戦略」に基づき、実効性の
高い省エネルギー対策と自然エネルギーの推進、エネルギーの特性に応じた適切な利用を図る施策を展開。
【目指す姿】＜長野県環境エネルギー戦略＞
「持続可能で低炭素な環境エネルギー地域社会をつくる」
～経済は成長しつつ、温室効果ガス排出量とエネルギー消費量の削減が進んだ「環境エネルギー地域社会」をつ
くる～
・県内の平成28年度の温室効果ガス総排出量は、基準年度の平成２年度に対し、2.3％増の1,505万トン
【実施内容】
・家庭及び事業者に対する省エネルギーの取組支援
・県有施設の省エネ化の推進　など

区分（単位：千円）

達成状況
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0
目標値R１年度

達成状況
の分析

①事業活動温暖化対策計画書制度対象事業者のH30年度の温室効果ガス排出量は、前年度比で0.8%の微減となった
が、工場や施設等の操業時間の増加、猛暑による冷暖房機器の使用時間の増加等により目標値には至っていな
い。
②第５次長野県職員率先実行計画に基づき、省エネ化の取組が着実に進展していると考えられる。

主な取組

■事業活動温暖化対策計画書制度を運用
　エネルギーを多量に使用する事業者等に対し、
３か年の計画書等の提出を義務化するとともに、
省エネや再エネの取組を促進するための助言や
現地確認による指導、取組に応じた評価・表彰
等、事業者の省エネ対策を統合的に支援している。

■「第５次長野県職員率先実行計画」の推進
　県の全機関を対象とした温室効果ガス排出量の
削減目標と、環境に配慮した行動目標を設定し、
環境保全に配慮した事務事業を推進している。

今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

課　　題　　等 今後の方向性

・温室効果ガス排出量の削減のため、省エネの推進
と再エネ導入の促進が必要。

・引き続き事業活動温暖化対策計画書制度を通
じて省エネ、再エネを促進するとともに、制度
対象外である中小規模事業者への省エネ診断に
よる指導も併せて実施していく。

・県機関の温室効果ガスの排出量削減には全職員の
省エネ行動に加え、設備更新時の効果的なエネル
ギー対策や施設の省エネ化が必要。

・「第５次長野県職員率先実行計画」における
温室効果ガス排出量の削減目標(R２年度まで
に、H21年度比△17％)に向け、引き続き施設・
設備の省エネ化等を推進する。
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細事業名

事業番号 06 02 01 細事業一覧 （令和元年度実施事業分）

Ｈ30年度
決　算

Ｒ１年度
決　算

環境部 課・室
環境政策課
ゼロカーボン
推進室

細事業
No.

部局事　業　名 地球温暖化対策事業費

千円
地球温暖化対策事業費

委託

直接

直接

　主に病院や介護施設等の業務部門における中小規模事業者を対象と
して省エネ診断を実施し、現状や対策について助言を行った。（診断
事業者17者）
　大規模事業に対する事業活動温暖化対策計画書等の内容調査、技術
的助言及び立ち入り調査業務を行う省エネルギー技術指導員を配置し
ている。

54,107 71,972

千円

委託

令和元年度　実施内容（実績）

　事業活動温暖化対策計画書制度の円滑な運用のため、事業者の事例
発表、説明会を開催。相談窓口設置による問い合わせ対応や現地確認
による指導等を実施した。
説明会参加者数158名
委託先：中外テクノス株式会社

実施
方法

細事業を構成する主な取組

家庭の省エネサポート制
度運営事業

県有施設の省エネ化推進
事業

　制度の円滑な運用のため、ヘルプデスクを設置。各事業者への技術
的な支援とアドバイザーの要請研修、スキルアップ研修を行った。
委託先：長野県環境保全協会
　省エネサポート事業者：126者
　省エネアドバイザー：544名
　省エネアドバイス・診断件数：64,460件

　県警所管施設の照明LED化の工事に係る現場確認等を行う省エネ建
築技術指導員を配置

信州エネルギーマネジメ
ント推進事業

No.
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